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ノ論 ･ 文 内 容 の 要 旨

主論文において著者は原子核研究所 750 M eV 電子シンクロ十ロンの γ線ビームを用いて 150 M eV ～

720 M eV のエネルギー革園において反応ゼ生成される放射能を測る方法すなわち A ctivation 法によっ

てアル ミニウム, 炭琴及び鋼についての種々の光反応断面積を測定 してし一､るム一般に中間子規倍以上のエ

ネルギーにおける原子核光反応断面積の測定は, 核内核子からの中間子光発生, 発生した中間子の核内で

の散乱および吸収,.核内核子の運動量分布および核子間の相関等の諸点から甚だ興味深い0

現在までになされた実験的研究においては主として限られたエネ/レギー範囲の放出粒子を特定の二,､ 三

の角度で測定 しており, 反応の全断面積を求める上には不便なことが多い｡ さらに中間子- 核子系のいわ

ゆる (3/2,3/2) 共鳴が原子核の光反応においてどのように現われるかという問題についてはきわめて測定

値に乏しくほとんど知られていない｡

上記の問題を A ctivation 法で測定することは次の点です ぐれている｡ すなわちこの方法によると特定

の反応の全断面積が測りうる｡ したがってγ線に対する原子核の吸収全断面積を算定するのに非常に有用

なデータとなる. さらに放出粒子測定に比しγ線エネルギーを変えてその反応の励起曲線をとることが比

較的容易である｡

A ctivation 法による高土ネルギー光核反応の研究は現在まで数種の反応に対 して約 300 M eV までの

γ線エわ レギーで行なわれているにすぎな'かったが, 本論文において一躍 720 M eV まで拡張 した｡ 本実

験においては反応生成の割合の測定には 477-β計数管による β線の絶対測定法と N aI (T l) ジンチy -

li/ ヨン計数管による γ計数法とを用い, 反応の型の決定には減衰曲線から求めた半減期と γ線スペク十

ロスコピーとを併用 した｡ 両者の問の｣ 敦は非常に良い｡ 入射 γ線の強度の測定は, 著者を含む数人の研

究者が原子核研究所で製作 したウイルソン型 Q uan'ltam eter庖用いてなされたO この種の実験において特

に慎重を要する中性子バックグランドについては著者は注意深い一連の補助測定を行なっており, この影

響が各々の場合において it- 3 % 以下であることを確かめている｡ 47;-β計数管によるβ線の絶対測定法
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とは, 種々の厚さの同一資料についての規格化された測定値を厚さ0 に外挿する方法であるが, これは絶

対測定法としては最も信束引こ足るものであって, これについては参考論文その3 にくわしく述べられてい

る｡

測定は, 150 M eV から720 M eV のエネルギー範囲に亘って, γ線の最大エネルギ- を 50 M eV または

100 M eV ずつ変えて行なわれた｡ C 12→C ll および C u →C u62 反応においては, 中間子開催以下でも反

応がかなり起こっているが, これは主としていわゆる巨大共鳴によるものである｡ 銅の場合は炭素の時よ

り巨大共鳴の寄与がずっと大きいのでその A ctivation C urve はほとんどエネルギー軸に平行である｡

この二つの反応の場合を除けば, 7T 中間子の質量に相当する γ線エネルギーを起点として, A ctivation

C urve は急激に上昇し, 400 M eV 付近でゆるやかにな っている｡ か くして著者は A 127(γ,が )M g 27,

A 127ぅ N a24, A 127→F 18, C 12ぅC ll 反応について 200 M eV から 400 M eV のエネルギー範囲における

積分断面積の値として, 夫々, 2,2×10~26cm 2. M eV , 6.2×10~26cm 2. M eV , 2.4×10~26cm 2. M eV , 及

び, 2.0×10~25cm 2･ M eV を得ている｡ 更に著者は, A 127(γ,㌔ )M g27, A 127→N a24 の両反応 について

は, いわゆる Photon difference 法によって反応の励起曲線を求めている｡ 両者の場合について, いず

れも約 300 M eV 付近に極大のある共鳴型の曲線が得られた｡ 著者はこれを中間子一核子系のいわゆる

(3/2, 3/2) 共鳴の形と比較 し, A 127ぅ N a24 の場合はピークの位置はほとんど変わらないが, 幅が広 くな

っていることを指摘 し,これは多分, 核内核子の運動量分布のためと推論しているo また A 127(γ,77+)M g27

の場合については, 核子の場合に比してピークの位置はやや高エネルギー側にずれており, 且つ, その幅

は広 くなり, 更に 500 M eV 以上の高エネルギー側で核子の場合には曲線は上昇するに比し逆に下降 して

いることを認めた｡ この下降の原因は, γ線のエネルギーが高くなるにつれて, 核内において中間子の発

生する際反跳された核子のエネルギーも大きくなり, 核外に飛び出す確率が増えるため (γ,が) 反応は少

なくなると推論 している｡

参考論文その 1, 2, 4, 5, 6 及び 7 はいわゆる低エネルギー核反応に関するものであって, (p ,α) 及

び (d,α) 反応で放出される粒子の角分布の測定から反応機構や核の構造を解明せんとするものである｡

参考論文その 3 は低エネルギー光核反応断面積の絶対値に関するものであり, その8 は主論文の研究の予

備的段階における速報である｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

高エネルギー領域における原子核光反応の研究は, 核内核子からの中間子光発生, 発生した中間子の核

内での吸収, 核内核子の運動量分布と核子問の相関等の問題に関連 して甚だ興味深いテーマである｡

主論文はこの問題を, 約 2年前完成 した原子核研究所 750 M eV 電子シンクロ T Ti ンのγ線ビームを用

い, A ctivation 法で断面積の絶対値を測定 したものである｡ その際 γ線の最大エネルギーを 50 M eV ま

たは 100 M eV ずつ変化 して 150 M eV より 720 M eV のエネルギ｣ 範囲に亘っていわゆる A ctivation

C urve を求め, 中間子一核子系のいわゆる (3/2, 3/2) 共鳴のピークのエネルギ- 約 300 M eV を中心と

する 200 M eV から 400 M eV までの積分断面積の絶対値を数種の反応に対 して決定した｡ さらにアル ミ

ニウム原子核について 77' 中間子のみが放出される反応および最終的にN a24が生成される反応に対 して,
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P hoton difference の方法を適用 して反応の励起曲線を求めている｡ これによってもし反応における放出

粒子の分肢比がこのエネルギー範囲において変化しないと仮定すれば, 中間子一核子系の (3/2,3/2) 共鳴

の効果が原子核光反応においても明瞭に現われていることおよびその共鳴幅はおそらく核内核子の運動量

分布を反映して広くなっていることを見出している｡

これは上述の問題点と密接に関連して甚だ重要な実験結果であり, 原子核光反応において (3/2,3/2) 共

鳴の影響を最初に実験的に見出した点は特に高 く評価される｡ さらに著者は得 られた積分断面積の絶対値

と核子からの中間子の光発生断面積の実験値とを比較検討して種々興味ある議論を展開してい るが, こ

れらは高エネルギー光核反応の今後の研究に対 して基礎的な足掛りを提供 して いるものといえる｡ 特に

A 127(γ,7T')M g 27 反応のように 7T' 中間子のみが放出される反応は高エネルギー光核反応機構の解明に有

用な知識を与えるものと考えられる｡

以上のように主論文は高エネルギー光核反応の分野において新 しい知見を加えたものであって貢献する

ところが大である｡ 参考論文その1, 2, 4, 5, 6 および7 はいわゆる低エネルギー核反応に関するもので

あって, (p , α) および (d, α) 反応で放出される粒子の角分布の測定から反応機構や核の構造を究明し

ようとするものであり, 参考論文その 3 は低エネルギ- 光核反応断面積の絶対値に関するものであってい

ずれも価値ある結果を得ており, 著者が原子核物理学の広い分野にわたって豊富な知識とす ぐれた研究鰭

力をもっていることを示 している｡

以上の点にかんがみ本論文は理学博士の学位論文として価値があるものと認める｡
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